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未来投資 戦略 2017 

（平成 29 年６月９日閣議決定） 

 

＜関係部分抜粋＞ 

 

第１ ポイント 

基本的考え方 

（成長戦略は、今どこにいて、何が求められているのか？） 

 アベノミクスの下で、60 年ぶりの電力ガス小売市場の全面自由化や農協改革、

世界に先駆けた再生医療制度の導入、法人実効税率の 20％台への引下げなど、

これまで「できるはずがない」と思われてきた改革を実現してきた。 

 政権交代以降、労働市場では就業者数は 185 万人近く増加し、20 年来最高

の雇用状況を生み出した。企業は史上最高水準の経常利益を達成するとともに、

設備投資はリーマンショック前の水準に回復し、倒産は 90 年以来の低水準と

なっている。 

 経済の好循環は着実に拡大している。 

 しかし、民間の動きはいまだ力強さを欠いている。これは、 

 ① 供給面では、長期にわたる生産性の伸び悩み、 

 ② 需要面では、新たな需要創出の欠如 

に起因している。先進国に共通する「長期停滞」である。 

 

 この長期停滞を打破し、中長期的な成長を実現していく鍵は、近年急激に起

きている第４次産業革命（IoT、ビッグデータ、人工知能（AI）、ロボット、シ

ェアリングエコノミー等）のイノベーションを、あらゆる産業や社会生活に取

り入れることにより、様々な社会課題を解決する「Society 5.01」を実現する

ことにある。 

 

（中略） 

 

第２ 具体的施策 

（中略） 

Ⅱ Society5.0 に向けた横割課題 

A.価値の源泉の創出 

（中略） 

３．人材の育成・活用力の強化 

（中略） 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

（中略） 
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ⅱ）生産性・イノベーション力の向上につながる働き方の促進 

（中略） 

  ② 賃金引上げと労働生産性向上 

   過去最高水準の企業収益を継続的に賃上げにつなげて労働分配率を上昇

させることにより総雇用者所得を増加させていくとともに、最低賃金につ

いて年率３％程度を目途として、名目 GDP の成長率にも配慮しつつ引き上

げ、全国加重平均が 1,000 円となることを目指す。賃上げしやすい環境の

整備に向けて、中小企業等経営強化法による生産性向上支援や下請等中小

企業の取引条件の改善等を図るとともに、金融機関と連携しながら企業の

労働生産性の向上に資する設備投資を促進するなど賃金・生産性の向上に

向けた支援を行う。賃金引上げに必要な経営力や収益を高めるため、セミ

ナーや個別相談等の支援の枠組みを設け、飲食業等の生活衛生関係営業に

おいて先行し、他の業種へ拡大を図る。 

 

（中略） 

 

 

Ⅲ 地域経済好循環システムの構築 

１．中堅企業・中小企業・小規模事業者の革新／サービス産業の活性化・生産

性向上 

 （中略） 

ⅰ）中小企業・小規模事業者、サービス産業の現場の付加価値生産性を抜本向

上させる投資・イノベーション等の促進 

・製造業の「カイゼン活動」等のノウハウを応用し、業種・業態別に抽出した

具体的な労働生産性向上ノウハウを全国の中小企業・小規模事業者・サービス

業に展開する国民運動を、本年５月に官民で発足した「生産性向上国民運動推

進協議会」の活動により推進する。 

・中堅・中小製造業のデータを用いた新サービス・付加価値創出に向け、IT・

ロボット導入に関する専門家の支援を本年度末までに１万社以上に対して行

う。また、製造現場の改善指導や IoT・ロボットの活用・導入を支援する「ス

マートものづくり応援隊」に相談できる拠点の整備に向けた取組を促し、今後

２年以内で全国 40 か所程度の設置を目指す。あわせて、中小企業・小規模事

業者にロボット導入を提案・支援する「システムインテグレータ」を 2020 年

までに３万人に倍増させる育成強化策を進める。 

・中小企業・小規模事業者の「スマート化」を共通のプラットフォームを構築

しながら推進するため、IT クラウドサービス等の導入による多数の中小企

業・小規模事業者の付加価値向上・業務効率化に向け、IT クラウドサービス
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等による生産性向上の効果やセキュリティ対策等の「見える化」、サービス間

の連携、企業間取引（EDI）、業務プロセス改善（BPR）の促進等を通じた更な

る普及策について、中小企業等経営強化法に基づく経営革新等支援機関や事業

分野別経営力向上推進機関等との連携も視野に入れて検討し、本年中に結論を

得る。 

・中小企業等経営強化法による業種別アプローチの効果を最大限に引き出すよ

う、関係省庁が中小企業庁と連携し、業種毎の実効性を高めるため、業種の特

性に応じた生産性向上の指針の策定や業種ごとに牽けん引する事業者団体と

の連携・推進体制づくりを計画的に行う。実施状況のフォローアップを踏まえ

て、同法に基づく基本方針や、生産性の低い分野における事業分野別指針の策

定等、制度上の措置を講じる。サービス産業も含め、中小企業・小規模事業者

の「攻めの投資」による生産性向上を後押しし、来年にリーマンショック前を

超える設備投資 14 兆円を目指す。 

・中小企業・小規模事業者の技術開発からその事業展開における第４次産業革

命への対応に向け、中小ものづくり高度化法の指針などを含め技術開発の枠組

みについて、IoT や AI 等の技術革新を一層取り込み付加価値向上を進めるた

めの見直しを本年度中に行う。 

・サービス産業の高付加価値化に向け、サービス業に関わる人材が備えるべき

スキルを「おもてなしスキルスタンダード（仮称）」として本年中に策定する。

2020 年までに 30 万社への普及を目指す「おもてなし規格認証」と併せて普

及を行い、2020 年頃を目途に３万人の取得を目指す。また、優れたサービス

に適正な対価が支払われず、事業者の生産性向上を強く制約している商慣行等

の是正に必要な対応策を検討し、本年度中に結論を得る。 

・昨年 12 月の、違反行為事例の大幅追加等を行った下請法運用基準、望ましい

取引慣行を追記した下請振興法に基づく下請振興基準、下請代金の現金払いの

原則化の要請に基づき、昨年度末までに策定した主要業界の自主行動計画（自

動車・電機電子・トラック・建設など８業種）における適正取引や付加価値向

上の取組を促進し、下請Ｇメンによる調査等を通じて、下請事業者の取引条件

の着実な改善を図る。また、自主行動計画策定業種における中小企業等経営強

化法に基づく事業分野別経営力向上推進機関の認定を拡大する。 

 

ⅱ）金融機能の活用や一貫した支援体制の構築を通じた、生産性向上や円滑な

事業再生・事業承継、適切な新陳代謝等の促進 

 （中略） 

・商工会・商工会議所等の中小企業団体・よろず支援拠点・経営革新等支援機

関・中小企業再生支援協議会・事業引継ぎ支援センター等について、全国・地

方双方のレベルで連携を強化し、優良事例の共有を図る。よろず支援拠点の実
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績向上のための行動指針や評価手法の策定等を行い、本年度より新たな仕組み

を導入する。最も身近な支援機関である商工会・商工会議所の課題解決能力を

向上させ、効果的な支援を実施する。中小企業等経営強化法に基づく経営革新

等支援機関の数は２万６千まで拡大してきたところ、各機関の具体的な経営支

援内容を事業者目線で「見える化」するとともに、経営支援活動の質の維持・

向上のための対応策を本年内に具体化し実行する。 

 

（以下、略） 


